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経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（1966）第 12 条第 1 項では、この規約の締約
国は、「すべての者が到達可能な最高水準の身体及び精神の健康を享受する権利を有することを
認める」としている。
　国連ミレニアム開発目標（2000 年）では、「乳幼児死亡率の低下のため 1990 年から 2015 年ま
でに 5 歳以下の子供の死亡率を 3 分の 2 低下させること」（第 4 目標）、「妊産婦の健康状態の改善



























　WHO によると、1990 年から 2010 年までに世界の妊産婦死亡率は約 50％低下したが、現在で
も、毎日約 800 人の女性が妊娠と出産にかかわる防止可能な理由で死亡している（2010 年には
287,000 人が死亡）⑵。このうち 99％は開発途上国で起きている。
　このような妊産婦の死亡率の高さは、開発途上国の貧困と深く関係している。国連が定める最
貧国の 2008 年のデータを基に比較すると、一人当たり GDP（名目、ドルベース）が高い国ほど妊
産婦死亡率が低くなっている（図 1）。










　WHO によると、5 歳以下の子供の死亡率（1000 人当たりの人数）は、1990 年の 87 人から 2011
年には51人に低下したが、ミレニアム目標を達成するには十分ではない⑶。その主な死亡原因は、
肺炎、出産予定日前の出産による合併症、下痢、出産時の仮死、マラリアであり、約 3 分の 1 は














専門の出産補助及びはしかの予防接種を人口の 80％に対して行うために最低限必要な 1 万人当
たり 23 人以下である。
































　WHO（2004）によると、20 億人近く（世界の人口の 3 分の 1）の人々が基礎的な医薬品へのアク
セスができない。また、毎日 3 万人近くの子供が基礎的な医薬品にアクセスが可能であれば容易



















































































　このような批判を受けて、世界の製薬企業 13 社は、2012 年 1 月、顧みられない熱帯病を 2020
年までに撲滅・抑制することを目標とする、治療薬の研究開発や贈与等を行うパートナーシップ
を設立した⑷（ロンドン宣言）。
　また、戦略的 CSR のコンサルティング会社である BSR が作成した「医療アクセスに関するガ





















　医薬品アクセス基金（Access to Medicine Foundation）（2012）は、主要製薬企業の開発途上国に
おける医薬品アクセスに関する取り組みを評価してランク付けを行っている。これは 1 年おきに
実施しており、最新版（2012 年版）が 3 回目となる。この評価方法は表 1 の通りである。
　医薬品アクセス基金の評価は、分野ごとに定量的評価を行い、その結果を分野ごとのウエイト























































この結果、490 万人の患者が 1 日 0.2 ドルで治療を受けている。
● ノバルティス：最貧国では補助金を加えて値引きした価格で提供する。抗マラリア薬を WHO
との協力で 10 年間利益なしの価格で公的機関に対し提供している。































● グラクソ・スミソクライン：2015 年までに 2 億 5000 万人の子供にワクチンを提供する。
● ギリヤド・サイエンシズ：2012 年から 5 年間で 5 万人分の寄生虫病治療薬 visceral leishmani-
asis（VL）を WHO に寄贈する。
● ファイザー：全盲となる可能性のあるトラコーマの治療薬を無料で提供し、2020 年までに 19
国で完治することを目標としている。
● イーライリリー：2008 年から 2013 年までに国際糖尿病連盟の子供の生命プログラムに対し 80
万以上のインシュリンを寄付する。
● エーザイ：NTDs の一つであるリンパ系フィラリア症の治療薬「ジエチルカルバマジン（DEC）」
22 億錠をインド・バイザッグ工場で製造し、2013 年から 7 年間にわたって WHO に無償で提
供する。







● サノフィ：ネパールの山岳地帯の村で、出産適齢期の女性約 20 人でマイクロファイナンスの
ネットワークを形成し、保健・衛生教育を提供し、かつ女性の資金的なエンパワーメントを行
い、最終的には協同組合を設立するプロジェクトを支援している。
● ノバルティス：妊娠と出産の統合した管理（IMPAC）に関するトレーニングのための E ラーニ
ングを推進している。




● メルク（米国）：10 年間で 5 億ドルのパートナーシッププログラムを実施する。
● バイエル：2012 年には、Bill & Melinda Gates Foundation の支援を受けて開発途上国の女性
























































































































必要（Ahsan et al. 2013）とも指摘されている。インドにおける貧困層の医療アクセスを改善する
ためには、知識の普及、医療システムの整備、医師・看護師・助産婦の確保と訓練、医療保険制
度の整備等社会全体の変革が必要であり、製薬企業単独での活動では大きな進展は期待できな
表 2　インドの主要製薬企業の医療アクセス改善のための CSR 活動
企　業　名 売上高（crore） 工場数 活　動　概　要





















5 Aurobindo Pharma Rs 4,284.63 2 なし
6 Sun Pharma Rs 4,015.56 8 なし
7 Cadila Health Rs 3,152.20 5 なし
8 Jubilant Life Rs 2,641.07 7 なし
9 Wockhardt Rs 2,560.16 4 なし
10 Ipca Laboratories Rs 2,352.59 6 なし






























⑴　日本 WHO 協会：http://www.japan-who.or.jp/commodity/kensyo.html（2013 年 9 月 1 日）による邦訳。
⑵　WHO：http://www.who.int/topics/maternal_health/en/（2013 年 9 月 1 日）。なお、Hogan et al.（2010）
の推定によると、世界の妊産婦死亡者数は 526 300 人（1980 年）から 342 900 人（2008 年）に減少し、
10 万の出産に対する死亡者数は、422（1980 年）、320（1990 年）、251（2008 年）と改善している。
⑶　WHO：http://www.who.int/mediacentre/factsheets/fs178/en/index.html（2013 年 9 月 1 日）
⑷　http://unitingtocombatntds.org/downloads/press/ntd_event_london_declaration_on_ntds.pdf（2013 年
10 月 5 日）
⑸　BSR: http://gpah.bsr.org/en/principles（2013 年 9 月 1 日）
⑹　Top 10 Pharmaceutical Companies in India：http://www.pharmaceutical-drug-manufacturers.com/
articles/top-10-pharmaceutical-companies-in-india.html（2013 年 9 月 1 日）
⑺　出所：Mohanty and Srivastava（2013）
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　本研究は、日本私立学校振興・共済事業団平成 25 年度学術研究振興資金の助成を受けた研究成果である。
ここに記して御礼申し上げる。
